
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

一
・
〇
一

平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

一
・
〇
〇

平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

一
・
〇
一

（
新
設
）

（
新
設
）

職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
及
び
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
第
四
十
八
条
の
十
七
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
規
定
す
る
講
習
の
指
定
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
四
年
労
働
省
令
第
二
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
職
業
能
力
開
発
推
進
者
の
選
任
）

（
職
業
能
力
開
発
推
進
者
の
選
任
）

第
二
条

法
第
十
二
条
の
職
業
能
力
開
発
推
進
者
の
選
任
は
、
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
そ
の
他
の
同
条
各
号

の
業
務
を
担
当
す
る
た
め
の
必
要
な
能
力
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
者
の
う
ち
か
ら
、
事
業
所
ご
と
に
行
う
も

の
と
す
る
。

第
二
条

法
第
十
二
条
の
職
業
能
力
開
発
推
進
者
の
選
任
は
、
事
業
所
ご
と
に
行
う
も
の
と
す
る
。

２

（
略
）

２

（
略
）

別
表
第
十
一
の
三
の
二
（
第
四
十
八
条
の
四
第
一
項
関
係
）

別
表
第
十
一
の
三
の
二
（
第
四
十
八
条
の
四
第
一
項
関
係
）

一
〜
五

（
略
）

一
〜
五

（
略
）

科
目

範
囲

時
間
（
単
位
は
時
間
と

す
る
。）

科
目

範
囲

時
間
（
単
位
は
時
間
と

す
る
。）

講
義

演
習

合
計

講
義

演
習

合
計

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
の
社

会
的
意
義

一

社
会
及
び
経
済
の
動
向
並
び
に
キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援

の
必
要
性
の
理
解

二

〇

二

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
の
社

会
的
意
義

一

社
会
及
び
経
済
の
動
向
並
び
に
キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援

の
必
要
性
の
理
解

三

〇

一
〇

二

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
の
役
割
の
理
解

二

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
の
役
割
の
理
解

三

三

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
活
動

四

平成年月日 火曜日 (号外第号)官 報

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
平
成
三
十
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

平
成
三
十
年
七
月
三
十
一
日
以
前
の
日
に
係
る
船
員
保
険
法
（
昭
和
十
四
年
法
律
第
七
十
三
号
）
の
休
業
手
当
金
の
額
、
同
月
以
前
の
月
分
の
同
法
に
よ
る
障
害
年
金
及
び
遺
族
年
金
の
額
、
同
日
以
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
の
生
じ
た
同

法
に
よ
る
障
害
手
当
金
、
障
害
差
額
一
時
金
、
障
害
年
金
差
額
一
時
金
、
遺
族
一
時
金
及
び
遺
族
年
金
差
額
一
時
金
の
額
並
び
に
同
日
以
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
の
生
じ
た
障
害
前
払
一
時
金
及
び
遺
族
前
払
一
時
金
の
限
度
額
並
び
に
同
月

以
前
の
月
分
の
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
六
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）
附
則
第
八
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
年
金
た
る
保
険
給
付
（
職
務
上
の
事
由
又
は
通
勤
に
よ
る
も
の
に
限
る
。）の
額
の
算
定
に
つ
い
て
は
、

な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

〇
厚
生
労
働
省
令
第
百
号

職
業
能
力
開
発
促
進
法
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
六
十
四
号
）
第
十
二
条
、
第
三
十
条
の
四
第
三
項
第
一
号
並
び
に
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
四
年
労
働
省
令
第
二
十
四
号
）
第
四
十
八
条
の
十
七
第
一
項
第
一
号
及
び

第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
及
び
職
業
能
力
開
発
促
進
法
施
行
規
則
第
四
十
八
条
の
十
七
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
規
定
す
る
講
習
の
指
定
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定

め
る
。

平
成
三
十
年
七
月
三
十
一
日

厚
生
労
働
大
臣

加
藤

勝
信


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